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ける課題の検討」 （WLB 研究会）の研究成果の一部である。本稿の分析では、RIETI および内閣府経済社会総合研究
所（ESRI）で実施したアンケート調査の個票データを用いている。本稿の作成に当たっては、藤田昌久所長、森川正







点での年間平均労働時間は、日本が 1,772 時間、米国が 1,792 時間、イギリスが 1,653


















果」 ） 。 一方、 賃金率の上昇は、 時間当たりの余暇の価格が高くなることを意味するので、
余暇を削ってその時間を労働時間に充てようとする逆のインセンティブも働く （いわゆ
る「代替効果」 ） 。したがって、賃金率が上昇することにより人々がどの程度余暇を増や






2 例えば、各国間の限界税率の違いに焦点を当てた Prescott［2004］ 、強い労働組合、寛容な社会











































































100 人以上の企業約 10000 社を対象に人事部門に調査を依頼、従業員調査は企業調査
対象の企業に各社 10 名程度の正社員・ホワイトカラー職の正社員に人事部門から調査




イギリスおよびドイツの調査は、Toluna 社のモニターから、規模 250 人以上の民間
企業に勤務するホワイトカラー正社員（permanent worker）を対象に、個人向けの Web
アンケート調査を実施した。調査の実施時期は、個人調査は 2010 年 7 月であり、有効
回答はイギリスが 979 、ドイツは 1,012 人であった
3。







された。RIETI の調査は、日本・イギリス・オランダ・スェーデンの 4 カ国を担当、ESRI はド
イツの 1 カ国を担当した。 なお、 オランダ ・ スェーデンは企業調査のみで個人調査ではないため、
本研究では利用していない。RIETI の調査の詳細については、武石［2011］を参照されたい。5
(2) 実労働時間と希望労働時間の比較
表 1 には、男女別に 3 カ国のホワイトカラー正社員の平均労働時間を示した。同表を
みると、日本の労働者は、男性で週当たりにして 3～5 時間、女性で 3～4 時間程度、英
独の労働者よりも長く就業していることがわかる。また、長時間労働者比率でみても、
3 カ国の違いは顕著であり、特に男性では 50 時間以上の労働者の比率が日本では 4 割
近くであるのに対して、イギリスは 16%、ドイツは 21％と低くなっている。週当たり
60時間以上比率にいたっては、 日本人の10%程度に対して、 英独はともに5%と少ない。
なお、同一のデータを用いた Kuroda and Yamamoto [2011a]では、3 カ国のサンプル構成
比の違いを補正したうえで平均労働時間を比較しているが、 補正後も 3 カ国の労働時間
の差はほとんど解消しないことが示されている
4。















間が、 通常期に比べ若干短くなっている可能性がある。 実際に、 各国を代表するパネルデータ （日
本： 『慶應義塾大学パネル調査』 、イギリス：British Household of Panel Survey、ドイツ：German
Socio-Economic Panel） の 3 つの個票データを用いて 2008 年以前の平均労働時間を比較した場合、





























きており、例えば、Shimada and Higuchi［1985］や Yoshikawa and Ohtake［1988］ 、Hill［1989］ 、
川口［1999］などがある。また女性の中でもパートタイム労働に焦点を当て、有配偶女性の中心






























試みた研究としては、Osano and Inoue［1991］ 、Braun et.al［2006］ 、黒田・山本［2007］がある。
なお、黒田・山本［2007］では、海外の先行研究を包括的にサーベイしている。
6 実際、転職者（job changer）と就業継続者（job stayer）の賃金・労働時間変化を比較したいく
つかの先行研究によれば、 転職者の賃金変化に対する労働時間の変化の度合いは、 就業継続者の
それに比べて顕著に大きいことが明らかにされている（例えば、Altonji and Paxson［1986］ 、











































問 A については、 「増やす・変えない・減らす・わからない」の 4 つの選択肢を用意
し、 「増やす」もしくは「減らす」と答えた人には、どの程度労働時間を変化させるか
を答えてもらうという形式をとっている。問 B については、 「増やす・変えない・減ら




















最後に、 ヒックス弾性値は、 Cahuc and Zylberberg ［2004］ および大竹 ・ 竹中 ・ 安井 ［2007］
に習い、以下のスルツキー方程式から導出する。マーシャル弾性値をη୳、所得弾性値を
ηୖ଴、ヒックス弾性値をηୡとすると、以下の関係が成立する。





























表 2 および 3 は、上述の方法で計測した各弾性値を男女別にまとめており、いずれも
(1)マーシャル弾性値、(2)所得弾性値、(3)ヒックス弾性値（全時間賦存量が 40 時間のケ



















8 賃金率は、年間個人所得を週当たり労働時間を 52 倍して年間労働時間換算したもので除すこ
とで算出した。なお、各国のアンケート調査は自国通貨ベースで所得を回答しているため、分析
では、 イギリスおよびドイツのサンプルについては国際比較可能なかたちで円換算した値を用い
ている。具体的な換算率は、OECD が公表する購買力平価（PPP；Private consumption、2009 年









































































の違いを捉える HRM に関する変数を加える。HRM に関する変数としては、アンケー
ト調査項目の中から、次の 2 つの質問項目をもとに作成する。
（問 C） 「職場の評価基準」 ：現在の職場において、仕事の成果をあげることにつ
いて「A：一定の時間の中で可能な限り高い成果をあげる」 、 「B：高い成果を
あげるために働く時間を惜しまない」のうち、A、B の考えのどちらに近いか。





問 C および D ともに、 「A に近い・どちらかといえば A に近い」と答えた人を 1、そ














































回答が 3 人以上、あるいは、5 人以上得られた場合に分けて推計を行った。
表 7(1)は労働時間について推計した結果を載せている。これをみると、労働時間の変
動のうち、個人属性と企業の固定効果で説明される割合（①） 、すなわち自由度修正済
み決定係数は男性では 0.25 程度、女性では 0.3 程度となっていることがわかる。一方、
労働時間の変動のうち、企業の固定効果のみで説明される割合（②）は男性では 0.17
前後、女性では 0.2 前後となっており、男女とも、説明可能な労働時間変動の約 6～7
割が同一企業で勤務しているという情報のみで説明できることがわかる。 イギリス人の












9 なお、希望労働時間の規定要因の分解については、女性の場合は平均値が 40 時間となってお
り、法定労働時間に張り付いている状態になっていることから、企業・職場効果なのか、それと
も法制度の影響を受けたものなのかは識別が難しいため、幅を持ってみる必要がある。17
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表１ 週当たり労働時間と希望労働時間の国際比較
備考：( )内は標準偏差。
日本 イギリス ドイツ 日本 イギリス ドイツ
週労働時間 46.93 41.87 43.35 42.05 38.19 39.01
(8.09) (8.39) (7.23) (5.55) (8.91) (7.92)
長時間労働者比率
週50時間以上 0.39 0.16 0.21 0.11 0.08 0.08
(0.49) (0.37) (0.40) (0.31) (0.27) (0.28)
週60時間以上 0.10 0.05 0.05 0.02 0.04 0.02
(0.3) (0.21) (0.22) (0.13) (0.20) (0.13)
希望労働時間 45.75 41.10 43.38 41.00 38.19 39.01
(8.44) (9.84) (8.15) (5.55) (8.91) (7.92)










調整なし -0.01 -0.02 0.02 0.01 -0.02 *
(0.17) (0.22) (0.19)
[6174] [445] [510]
0.02 -0.01 0.02 0.03 ** 0.00
(0.18) (0.20) (0.20) <0.00> <0.62>
[6147] [442] [510]
0.02 -0.07 0.04 0.09 ** -0.01 **











調整なし -0.23 -0.52 -0.24 0.30 ** 0.02
(0.37) (0.46) (0.35)
[6087] [445] [510]
-0.21 -0.53 -0.24 0.32 ** 0.03 +
(0.38) (0.46) (0.36) <0.00> <0.05>
[6059] [444] [510]
-0.22 -0.55 -0.32 0.34 ** 0.10 **








(3) 代替効果（Hicks 弾性値、全時間賦存量が 40 時間のケース）
(4) 代替効果（Hicks 弾性値、全時間賦存量が 80 時間のケース）





調整なし 0.12 0.19 0.17 -0.07 * -0.05 *
(0.33) (0.46) (0.37)
[4911] [282] [286]
0.14 0.20 0.17 -0.07 * -0.04
(0.34) (0.45) (0.37) <0.02> <0.10>
[4894] [280] [286]
0.14 0.22 0.20 -0.08 ** -0.06 **










調整なし 0.06 0.09 0.10 -0.03 -0.03 *
(0.21) (0.30) (0.27)
[4914] [282] [286]
0.08 0.10 0.11 -0.02 -0.02
(0.22) (0.28) (0.27) <0.30> <0.20>
[4897] [280] [286]
0.08 0.09 0.13 0.00 -0.04 **
















調整なし -0.03 -0.06 0.01 0.03 * -0.04 **
(0.15) (0.26) (0.19)
[2947] [451] [455]
0.00 -0.02 0.01 0.03 * -0.01
(0.17) (0.24) (0.18) <0.02> <0.50>
[2936] [449] [452]
0.00 -0.02 0.01 0.02 ** -0.01 **










調整なし -0.27 -0.54 -0.28 0.27 ** 0.01
(0.37) (0.44) (0.36)
[2917] [451] [455]
-0.25 -0.54 -0.27 0.29 ** 0.02
(0.38) (0.45) (0.36) <0.00> <0.19>
[2901] [449] [453]
-0.27 -0.53 -0.33 0.26 ** 0.05 **








(3) 代替効果（Hicks 弾性値、全時間賦存量が 40 時間のケース）
(4) 代替効果（Hicks 弾性値、全時間賦存量が 80 時間のケース）





調整なし 0.04 0.15 0.16 -0.11 ** -0.12 **
(0.27) (0.41) (0.32)
[1797] [268] [198]
0.07 0.16 0.17 -0.09 ** -0.11 **
(0.27) (0.40) (0.31) <0.00> <0.00>
[1790] [266] [197]
0.07 0.14 0.09 -0.07 ** -0.02 **










調整なし 0.00 0.07 0.09 -0.07 ** -0.09 **
(0.19) (0.31) (0.25)
[1797] [270] [199]
0.03 0.08 0.10 -0.05 * -0.07 **
(0.20) (0.31) (0.24) <0.01> <0.00>
[1790] [268] [198]
0.04 0.06 0.05 -0.03 ** -0.01 **











(3) 代替効果（Hicks 弾性値、全時間賦存量が 40 時間のケース）





第１四分位 0.02 -0.04 0.01 0.05 ** 0.01 **
(0.02) (0.09) (0.08) <0.00> <0.00>
第２四分位 0.02 -0.07 0.04 0.09 ** -0.02 **
(0.02) (0.07) (0.07) <0.00> <0.00>
第３四分位 0.03 -0.08 0.05 0.10 ** -0.02 **
(0.02) (0.06) (0.07) <0.00> <0.00>
第４四分位 0.03 -0.08 0.05 0.11 ** -0.02 **




第１四分位 -0.20 -0.49 -0.28 0.28 ** 0.08 **
(0.03) (0.15) (0.13) <0.00> <0.00>
第２四分位 -0.21 -0.53 -0.31 0.32 ** 0.10 **
(0.03) (0.15) (0.11) <0.00> <0.00>
第３四分位 -0.22 -0.58 -0.33 0.36 ** 0.11 **
(0.04) (0.14) (0.10) <0.00> <0.00>
第４四分位 -0.24 -0.62 -0.35 0.38 ** 0.12 **




第１四分位 0.12 0.21 0.15 -0.09 ** -0.03 **
(0.12) (0.32) (0.21) <0.00> <0.00>
第２四分位 0.13 0.21 0.20 -0.07 ** -0.07 **
(0.11) (0.31) (0.19) <0.00> <0.00>
第３四分位 0.15 0.24 0.23 -0.09 ** -0.08 **
(0.11) (0.32) (0.19) <0.00> <0.00>
第４四分位 0.15 0.23 0.23 -0.08 ** -0.08 **





(3) 代替効果（Hicks 弾性値、全時間賦存量＝40 時間のケース）





第１四分位 -0.01 -0.04 -0.01 0.02 ** 0.00
(0.04) (0.05) (0.06) <0.00> <0.54>
第２四分位 0.00 -0.03 0.00 0.02 ** 0.00
(0.03) (0.05) (0.06) <0.00> <0.44>
第３四分位 0.00 -0.01 0.01 0.02 ** -0.01 **
(0.03) (0.05) (0.05) <0.00> <0.00>
第４四分位 0.00 -0.01 0.03 0.01 ** -0.02 **




第１四分位 -0.26 -0.51 -0.33 0.24 ** 0.06 **
(0.04) (0.10) (0.13) <0.00> <0.00>
第２四分位 -0.27 -0.52 -0.32 0.25 ** 0.05 **
(0.04) (0.09) (0.12) <0.00> <0.00>
第３四分位 -0.28 -0.54 -0.32 0.26 ** 0.05 **
(0.04) (0.10) (0.12) <0.00> <0.00>
第４四分位 -0.28 -0.56 -0.34 0.28 ** 0.06 **




第１四分位 0.05 0.10 0.06 -0.05 ** -0.01
(0.12) (0.24) (0.15) <0.00> <0.50>
第２四分位 0.07 0.14 0.08 -0.07 ** -0.01
(0.12) (0.24) (0.14) <0.00> <0.20>
第３四分位 0.07 0.13 0.08 -0.07 ** -0.02 *
(0.12) (0.23) (0.13) <0.00> <0.04>
第４四分位 0.09 0.18 0.12 -0.09 ** -0.03 **
(0.13) (0.26) (0.14) <0.00> <0.00>
日本との差29
表 6 希望労働時間と HRM との関係




日本 イギリス ドイツ 日本
性別 5.1369** 5.1822** 3.3187** 5.0111**
（ベース=男性） (0.241) (0.877) (0.814) (0.269)
年齢 30代 0.4142 0.0936 0.2478 0.2259
（ベース=20代） (0.306) (1.212) (1.131) (0.339)
40代 0.9868** -1.5208 -0.5526 0.9399*
(0.340) (1.325) (1.213) (0.378)
50代 0.2735 -0.7068 0.6461 0.2316
(0.383) (1.354) (1.377) (0.424)
教育水準 短大・専門学校卒 -0.4334+ -0.0219 -2.5563** -0.4453
（ベース= (0.251) (1.065) (0.973) (0.280)
大学・院卒） 高校・中学校卒 -0.6741** 0.0135 -1.2311 -0.7590**
(0.219) (1.013) (0.939) (0.244)
配偶関係 0.3939 3.4712** -1.2893 0.4225
（ベース=有配偶） (0.261) (1.018) (0.886) (0.292)
子供の有無 0.4130+ -1.6820+ -0.2981 0.6219*
（ベース=有） (0.249) (0.915) (0.884) (0.276)
賃金率 -37.0827** -7.5807* -1.0598 -35.6972**
(1.161) (3.457) (2.304) (1.270)
非勤労所得 -0.0012** 0.0027+ -0.0005 -0.0010**
(0.000) (0.002) (0.000) (0.000)
課長相当職以上の管理職 3.2556** 3.7861** 4.8945** 2.9557**
(0.244) (0.982) (0.984) (0.271)
HRM変数 職場の評価基準 -1.6109** -1.4347 -1.2605 -1.4131**
(0.186) (0.906) (0.804) (0.207)
顧客に対する姿勢 0.8694** 0.5960 1.2610+ 0.7520**
(0.199) (0.809) (0.764) (0.221)
勤め先の平均労働時間 0.0665**
(0.021)
定数項 47.4106** 37.9728** 40.3010** 44.2840**
(0.396) (1.607) (1.513) (0.991)
修正済み決定係数 0.210 0.098 0.122 0.207





同一企業内回答者数 人数 平均値 対数平均値 標準偏差
男性 3人以上回答 4,588 46.38 3.84 0.17 0.25 0.17 70.63
5人以上回答 4,018 46.53 3.84 0.17 0.25 0.17 67.65
女性 3人以上回答 1,867 42.00 3.74 0.12 0.31 0.19 61.25










同一企業内労働者数 人数 平均値 対数平均値 標準偏差
男性 3人以上回答 3,820 44.58 3.80 0.21 0.10 0.05 55.91
5人以上回答 3,335 44.66 3.80 0.21 0.06 0.02 37.25
女性 3人以上回答 1,600 40.24 3.69 0.17 0.11 0.06 56.37












性別 男性 0.670 0.497 0.528
(0.470) (0.500) (0.499)
女性 0.330 0.503 0.472
(0.470) (0.500) (0.499)
年齢 20代 0.194 0.213 0.228
(0.396) (0.410) (0.420)
30代 0.341 0.294 0.354
(0.474) (0.456) (0.479)
40代 0.275 0.222 0.257
(0.447) (0.416) (0.437)
50代 0.190 0.271 0.161
(0.392) (0.445) (0.367)
教育水準 大学・院卒 0.528 0.403 0.388
(0.499) (0.491) (0.487)
短大・専門学校卒 0.191 0.241 0.290
(0.393) (0.428) (0.454)
高校・中学校卒 0.281 0.356 0.322
(0.450) (0.479) (0.468)
配偶関係 有配偶 0.612 0.316 0.349
(0.487) (0.465) (0.477)
子供の有無 有 0.523 0.550 0.429
(0.499) (0.498) (0.495)
サンプルサイズ 9686 896 965